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国土交通省独立行政法人評価委員会 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会（第１５回） 

平成１９年７月２０日（金） 

 

１．開 会 

○ 事務局 

それでは、定刻となりましたので、ただいまから第１５回国土交通省独立行政法人評価

委員会鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会を開催させていただきます。 

 本日は委員の皆様方にはご多忙の折お集まりいただきまして、まことにありがとうござ

います。私、７月１０日付で鉄道局財務課のほうに着任いたしました瓦林でございます。

しばらくの間、進行役を私が務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上

げます。 

 まず、議事を行うための定足数でございますが、当分科会の委員は全体で８名いらっし

ゃいまして、本日は７名の委員の先生方のご出席をいただいております。国土交通省独立

行政法人評価委員会令第７条で規定されております過半数を超えておりまして、議事を行

うための定足数を満たしておりますことを、あらかじめご報告させていただきます。 

 それから、本日の分科会の取り扱いでございますが、国土交通省独立行政法人評価委員

会運営規則に基づきまして、当分科会の議決をもって委員会の議決とすることになってお

ります。 

 次に、会議の公開についてでございますが、これも同じ規則に基づきまして公開するこ

とになっておりますが、議題２については非公開となっております。 

 それから、議事録などにつきましては、これまでどおり議事概要というものを分科会終

了後、数日中に国土交通省のホームページで公表させていただきまして、その後、議事録

を作成して、同様に公表してまいりたいと考えてございます。 

 次に、委員のご就任、あるいは任期満了による委員の任免等がございましたので、ご紹

介させていただきます。前回ご欠席されたためご紹介できなかったのですが、３月に退任

されました加藤委員の後任としまして、大阪産業大学経営学部教授の宮下委員が就任され

ていらっしゃいます。 

○ 宮下委員 

宮下でございます。よろしくお願いいたします。 
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○ 事務局 

 同じく、３月に退任された宮脇委員の後任としまして、国士館大学理工学部教授の岡田

委員が就任されていらっしゃいます。 

○ 岡田委員 

岡田でございます。よろしくお願いします。 

○ 事務局 

また、７月１日付で上田委員が再任され、正田委員、福井委員が退任されました。正田

委員の後任として、京都大学大学院工学研究科教授の北條委員がご就任されました。 

○ 北條委員 

北條でございます。よろしくお願いします。 

○ 事務局 

福井委員の後任は、当面空席となっております。 

 それでは、資料のほうを確認させていただきます。お手元の資料をごらんください。ま

ず、一番上に、上から順番に議事次第、座席表、委員名簿がございます。 

 その上で、審議資料といたしまして、まず、クリップで束ねておりますが、資料１「平

成１８年度財務諸表について」がございます。このクリップで束ねた内訳といたしまして、

資料１－１「各勘定の概要」、それから１－２「平成１８年度 財務諸表」でございます。

これはそれぞれ中に監事の意見、独立監査人の監査報告書について、個別財務諸表、連結

財務諸表についてそれぞれ計２通ございます。さらに、黒テープでとじております４冊の

冊子といたしまして、「財務諸表（法人単位財務諸表及び勘定別財務諸表）」、それから「連

結財務諸表」、「事業報告書」、「決算報告書」となっております。 

 次でございますが、今度は横書きの資料２－１、鉄道・運輸機構における平成１８年度

における取り組み、それから、製本してございます資料２－２「平成１８年度業務実績報

告書」の冊子がございます。それから、資料２－３、業務実績評価に関する基本方針、同

じく２－４、「国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価に関する基本方針」の判断基準

に係る指針、それから、２－５といたしまして、平成１８年度業務実績評価調書（案）と

なっております。 

 それに続く形で、参考１といたしまして、昨年度の平成１７年度業務実績評価調書、そ

れから、参考２といたしまして、先週７月１１日付で政策評価・独立行政法人評価委員会、

いわゆる政独委から発表されました、「独立行政法人の中期目標期間終了時の見直し及び
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業務実績評価に関する当面の取組方針」、それから最後に、四角でくくった参考資料として、

関係法令の抜粋などをそれぞれ配付させていただいております。 

 以上の資料につきましては、いずれも公表の扱いとなっております。 

 また、委員限りでご参考としていただくための資料といたしまして、各委員のお手元に

は、参考資料１としまして、鉄道・運輸機構における平成１８年度における取り組みとし

て、自己評価の結果の資料。それから、同じく参考資料２としまして、平成１８年度の取

り組みとして、パワーポイントの説明資料。それから、同じく参考資料３といたしまして、

平成１８年度自己評価についてとして、自己評価基準の考え方をそれぞれ配付させていた

だいております。 

 大変膨大な資料となっておりますが、ご確認いただければと存じます。よろしゅうござ

いますでしょうか。 

 それでは、議事に入ります前に、大口鉄道局長からごあいさつを申し上げます。 

 

２．鉄道局長挨拶 

○ 大口鉄道局長 

先生方には、朝早くからいろいろとお世話になります。７月１０日付で、平田の後任と

して鉄道局長を拝命しました大口でございますが、ひとつよろしくお願い申し上げます。 

 きょうは、委員の皆様方には、大変お忙しいところ本分科会にご出席いただきまして、

まことにありがとうございます。平素より鉄道・運輸機構の業務運営、また、国交省の施

策の推進に関しましてご理解とご助言をいただきまして、この場をお借りしまして、まず

心から御礼申し上げる次第でございます。 

 本日は、今、司会のほうからも説明がありましたように、平成１８年度の財務諸表と、

平成１８年度業務実績評価につきまして、先生方のご審議をいただくことになっておりま

すので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 平成１５年１０月１日に日本鉄道建設公団と運輸施設整備事業団が統合しまして、鉄

道・運輸機構が設立されて、早くも４年がたとうとしています。ことしは中期目標期間の

最終年度でございまして、これまでの間、鉄道・運輸機構は九州新幹線、それから評判が

非常によろしい常磐新線等々の開業、それからスーパーエコシップなどの就航ということ

で、さまざまな分野において成果を上げると同時に、業務の運営の効率化、あるいは国民

に対して提供するサービス業務の質の向上という面からも、独立行政法人としての業務運
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営の目標に向けて着実に取り組んできていると私どももとらえています。 

 また、これまで、各年度計３回の業務実績評価につきましても、当分科会からいずれに

つきましても順調だというご講評をいただいている承知しております。業務実績評価は今

回で４回目となりますけれども、委員の皆様方には今回も厳正に評価をいただきまして、

よろしくご審議をお願い申し上げたいと思っております。 

 また、鉄道・運輸機構におきましては、小幡理事長の強力なリーダーシップのもとに、

評価結果を十分に反映していただくとともに、今年度末の中期目標期間の終了に向けて、

目標を確実に達成するべく、引き続き効果的、効率的な業務運営に取り組んでいただきた

いとお願いしたいところでございます。 

 最後になりますけれども、今後とも、私ども鉄道行政を含めました国交省の政策、ある

いは機構の業務運営につきまして、ご理解とご助言を頂戴できればと考えております。 

 簡単でございますけれども、鉄道局長からのごあいさつということでお願い申し上げま

す。 

○ 事務局 

続きまして、鉄道建設・運輸施設整備支援機構の小幡理事長からごあいさつをお願いし

ます。 

 

３．鉄道建設・運輸施設整備支援機構理事長挨拶 

○ 鉄道・運輸機構小幡理事長 

小幡でございます。本日は、お忙しい中、ご参集いただきましてありがとうございます。 

 まず、１７年度の業務実績評価につきましては、我々の努力をご理解いただき、順調と

いう評価をいただきまして、ほんとうにありがとうございました。その際にいただきまし

た我々に対するご指摘、ご指導等々を念頭に、１８年度も機構全体として頑張らせていた

だいたつもりですが、よろしくご審議いただければと思います。 

 我が機構、おかげさまで、今、局長から話がございましたように、１５年１０月に法人

の統合と独法化という２つの大きな課題をこなしながら業務を推進してきておりますが、

おかげさまで、統合のほうについてはやっと一体化ができたかなという感じでございまし

て、まだまだ残っておりますけれども、大きな組織を機能的に有機的に業務推進の体制に

持っていきたいということで努力しているところでございます。 

 この際ですので、我々の課題といいますか、現在の状況について、ごく簡単にご報告さ
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せていただきたいと思います。詳しくは、後ほどまた担当のほうからございますが、１つ

は、鉄道建設でございますけれども、この分野は、おかげさまをもちまして、新幹線、都

市鉄道とも我々の技術力が発揮できるような状況で、順調に進めさせていただいていると

ころでございます。どちらかといいますと、平成２２年度に新幹線ですと東北新幹線の八

戸から新青森まで、それから、九州新幹線につきましては、新八代から博多まで、加えま

して、都市鉄道では、成田へのアクセス鉄道が、２２年当初、平行滑走路が開業いたしま

すので、それに合わせての開業。細かくは、実は愛知環状鉄道の複線化等を行っておりま

すが、これらの事業も実は２２年度ということで、２２年度に開業を迎える区間がたくさ

んあるということでございまして、ここに向けて、我々の総力を挙げて、約束しました期

間までに竣工できるようにということで頑張っているところでございます。 

 それから、ご心配いただいておりました船舶部門、特に海事勘定、共有制度の経営問題

でございますけれども、これにつきましては、１７年度から５カ年計画で改善計画を行っ

ておるわけでありますけれども、国、行政等のご支援もいただきながら、１８年の実績を

後ほど詳しくご説明させていただきますけれども、おかげさまをもちまして、改善の道筋

が大体見えてきたということでございまして、どうにかほっとしたというところでござい

ます。まだまだ水面下でございますので、これを浮上させるべく、引き続き努力させてい

ただきたいということでございます。一方、今後の我々の共有制度の根幹をなしますＳＥ

Ｓ船について、旅客船が１隻、それから貨物船が２隻就航したわけでございますが、我々

の計画以上の実績を上げることができておりまして、いい意味で世の中に大きな反響を与

えているということで、これの推進が、今後、大いに期待できる状況でございます。 

 それから、３つ目でございますけれども、もう１つ大きな柱としまして、旧国鉄清算事

業団の債務問題、清算事業団の仕事でございますが、ここで抱えておりました株式、土地

につきまして、おかげさまをもちまして、ＪＲ本島３社の上場しております株については、

すべて売ることができたということ。そして、土地につきましても、９９％まで進んでき

ておりまして、残り１％のうちで大きな課題、プロジェクトでございます東西、一つは武

蔵野操車場跡の８ヘクタールの土地について、そしてまた、大阪北梅田の土地についても

めどがついたということで、後ほどご報告させていただきますが、こちらについても本年

度中には大体の処理が見えるだろうということで、最後の大詰めを迎えている状況でござ

います。 

 その意味で、先生方のご指導をいただきながら、我々、着実に業務を進めておりますの
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で、本日、そしてまた８月２日と２度にわたるお時間をいただきまして、我々の業務運営

について効率化なり活性化について各般にわたるご指摘をいただきながら、ご指導をいた

だきながら、我々努力してまいるつもりでございますので、よろしくお願い申し上げます。

ありがとうございました。 

 

４．議 事 

（１）議題１．平成１８年度財務諸表 

○ 事務局 

それでは、これより議事に入らせていただきます。ここで、鉄道局長は所用のため退席

させていただきます。 

 議事の進行につきましては、家田分科会長にお願い申し上げます。どうぞよろしくお願

いします。 

○ 家田分科会長 

おはようございます。お集まりいただきまして、どうもありがとうございます。きょう

は大変に盛りだくさんでございますので、早速議事に入らせていただきますけれども、き

ょう、角先生が欠席、ご都合がつかないんですが、事務局から別途ご説明させていただい

ておることを報告させていただきます。 

 きょうの議題は２つございまして、１つは平成１８年度の財務諸表でございます。これ

についてお話を承って、委員会として国土交通大臣に対して意見を取りまとめることにな

ってございます。２つ目の議題は、１８年度の業務実績評価ですが、これにつきましては、

鉄道・運輸機構から業務実績報告の説明をいただいて、そして審議するという手はずでご

ざいます。どうかよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず初めに、議題１からご説明をいただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

○ 鉄道・運輸機構 

経理資金部長の後藤でございます。どうかよろしくお願い申し上げます。 

 お手元の厚いクリップの資料の中に、上のほうに資料１－１「各勘定の概要」という資

料が入っております。この資料を使ってご説明させていただきます。早速でございますけ

れども、各勘定につきまして、１８年度のトピックス、特徴的な事項を中心にご説明申し

上げます。 
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 １枚めくっていただきまして、下にページで書いてございます。１ページ、建設勘定で

ございます。この勘定は、鉄道の建設にかかわる勘定でございます。１８年度は新幹線の

工事が順調に進んでおります。また、１７年度の常磐新線のような大きな新線開業はござ

いませんでしたけれども、仙台空港線の完成がございました。 

 それでは、下のポイント欄を見ていただけますでしょうか。建設業務は新幹線建設等２,

７１８億円相当の建設を実施いたしております。それから、貸付・譲渡関係の収入でござ

いますけれども、それぞれ８２８億、９７２億円を計上いたしております。 

 それから、貸借対照表のほうでございますけれども、ポイントの２番目でございます。

新幹線の建設工事が順調に進みまして、これに対応いたしまして、建設仮勘定、それから

資産見返負債が増加いたしております。また、仙台空港線でございますけれども、これは

受託工事という形でありましたので、損益計算書のほうで受託業務収入、あるいは受託業

務費への計上等の経理処理を行っております。仙台空港線につきましては、わずか７.２キ

ロの路線でございますけれども、沿線の商業施設などの開発もあわせて進んでおると聞い

ております。空港アクセス機能はもちろんのこと、親しまれる地域交通手段として利用客

が増加することを期待いたしております。 

 それでは、１枚めくっていただきまして、建設勘定のキッシュ・フロー計算書、それか

ら行政サービス実施コスト計算書でございますが、これは後ほどごらんいただければとい

うことでございます。 

 さらに、次に進みまして、３ページ、海事勘定でございます。この勘定は、船舶共有建

造を中心とした業務にかかわる勘定でございますけれども、残念ながら、貸借対照表の資

本の欄を見ていただきますと、引き続きマイナス２０８ということで、債務超過の状況に

ございます。この状況を早期に解消すべく、１８年度も必要な対策を進めております。 

 下のポイント欄にまいりたいと思います。まず、業務実績でございますけれども、スー

パーエコシップを含む２７隻、建造決定量といたしましては２９９億円の建造決定量がご

ざいました。これは１７年度は１０９億ということでございますので、３倍近い額になっ

ております。１８年度は国内海運業にも景気回復の影響が及び始めたのではないかと考え

られます。 

 ポイントの２番目でございます。当期総利益７２億円を計上いたしました。この要因で

ございますけれども、リスケジュール契約であるとか、使用料の回収強化、未収金の発生

抑制等、こういった対策をやることによりまして、船舶の未収金が大幅に減少いたしてお
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りますことに加えまして、売船処理の強化を図っております。ということで、結果といた

しまして、引当金の戻入益、それから船舶の売却益を計上したところが主な要因でござい

ます。 

 ポイントの３番目でございます。この当期総利益７２億円の計上に加えまして、１７年

度から５年間の予定でいただくことになっております政府出資金約４０億円、それから、

１８年度につきましては、民間出捐金２０億円もいただいております。これはエコロジー・

モビリティ財団からいただいておりますけれども、こういったことによりまして、債務超

過額は対前年度比１３３億円縮小いたしまして、２０８億円ということでございます。 

 このように、債務超過額は１７年度に比べましてかなり減少いたしまして、１７年度に

引き続き、この勘定の改善の歩みを進めることができたのではないかと考えております。

しかしながら、まだ赤字、まだ２００億を超える債務超過がございますので、これを縮小、

解消すべく、引き続き努力してまいりたいと考えております。 

 それでは、次にまいりまして、１ページ飛んでいただきまして、５ページにまいりたい

と思います。基礎的研究等勘定でございます。本勘定は、研究費の交付、それから内航総

連への貸し付けにかかわるものでございます。 

 下のポイント欄の１点目でございます。基礎的研究分野では、研究課題の公募を例年行

っておりまして、１８年度は前年とほぼ同額の３億円の研究費を交付いたしております。 

 それから、２番目のポツでございますけれども、内航総連に対しまして、暫定措置事業

を支援するということで、これも昨年とほぼ同額の５２９億円の貸し付けを行っておりま

す。 

 この勘定につきましては、例年どおりの事業内容、事業規模で業務が進んでおるという

ことでございます。 

 次にまいりたいと思います。２ページほどめくっていただきまして、次は７ページの助

成勘定でございます。この助成勘定の主な機能でございますけれども、若干ご説明させて

いただきたいのでございますけれども、既設の新幹線の譲渡収入というのがＪＲの本州３

社から私どもに入ってまいります。この譲渡収入を得まして、一部は私どもが負っており

ます国鉄債務の返済に充てます。あるいは、一部については、旧国鉄職員の年金の支払い

に充てる。そして、残りにつきましては、国からの補助金とあわせまして、先ほどご説明

いたしました建設勘定のほうに流しまして、整備新幹線等の建設に充てる業務にかかわる

ものでございます。 
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 ポイント欄のところにまいりたいと思います。業務内容としては、これは例年どおりで

ございますけれども、鉄道助成関係業務として、新幹線整備等を中心にいたしまして、１,

９３３億円の補助金等の交付を行っております。 

 ２番目のポイントでございます。既設新幹線の譲渡に係る譲渡収入６,７４３億円を計上

いたします。こういった譲渡収入が例年順調にございますので、私どもの持っている割賦

債権、鉄道・運輸機構の債権、それから長期借入金も順調に減少しておるということでご

ざいます。 

 それから、３つ目のポツでございます。これは従来からの仕組みになっておりますけれ

ども、新幹線譲渡収入の一部を活用いたしまして、建設勘定に鉄道建設を促進するための

無利子貸付を行っておりまして、この無利子貸付に相当する形で特例勘定のほうに支払い

利子が発生いたします。この分、当期損失を計上する構造になっておりますけれども、こ

れは利益余剰金というのがもともとございますので、ここで相殺していっているというこ

とで、従来どおりで問題ございません。 

 それでは、最後の９ページでございます、特例業務勘定のほうに移ってまいりたいと思

います。この勘定の機能でございますが、先ほど助成勘定のところでご説明いたしました

既設新幹線の譲渡収入が入ってまいります。それと、ＪＲ株式であるとか、土地の売却を

行いまして、こういった財源によって旧国鉄職員の年金費用を支払っていくという機能を

持った勘定でございます。１８年度は、先ほど理事長からご説明させていただきましたよ

うに、ＪＲの上場株をすべて売却することができました。それから、土地の売却も順調で

ございます。それから、厚生年金移換金というのを払う必要があって、毎年、少しずつ払

ってきたわけでございますけれども、この勘定、財政状況が順調だということで、残って

おった移換金の残額を一括して支払うなど、業務は全般に順調に進んでおるところでござ

います。 

 下のポイント欄にまいりたいと思います。１番目でございますが、年金関係費用におい

て３,８３５億円の支払いを行っております。その支払いに充てるための資産処分を行いま

して、３,６７９億円の売却収入を計上いたしております。 

 それから、ＪＲ東海の株式を売ったということで、処分用の資産は減少いたしましてお

りまして、運用用の投資有価証券は増加しております。それから、年金関係の支払いが順

調ということで、引当金が順調に減っている。それから、厚生年金移換金については一括

して支払っております。 
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 当期利益につきましては、２,７６６億円の計上でございます。主な要因でございますけ

れども、土地とか、あるいは株の売却益、それから、共済年金追加費用引当金戻入益とい

うものがございまして、これは年金の積み立て必要額について、毎年、将来の物価水準に

合わせて見直しております。将来の物価水準、若干下がっておりますので、それにあわせ

て戻入があったということでございます。それから、受取利息といった要因でございます。 

 以上、５勘定のご説明でございまして、１１ページにまいりますと、各勘定の合計とい

うことで、足し上げた総額をご参考までに掲載いたしております。 

 本件の説明については以上でございます。ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○ 家田分科会長 

どうもありがとうございました。それでは、ただいまの財務諸表のご説明に関しまして、

ご質問やご意見をお願いしたいと思います。どなたからでも結構でございます。どうぞよ

ろしくお願いします。 

 どうぞ。 

○ 石津委員 

 １つ確認させていただきたいんですけれども、海事勘定についてですが、大変努力され

ていらっしゃることはよくわかるんですけれども、残念なことに、平成１８年度も２０８

億円の債務超過ということです。それで、その債務超過に関して、独立行政法人の債務調

査はマスコミでも随分問題にされているところだろうと思っていますけれども、そこに政

府出資金が投入されていることについて問題視する見方もあるようですが、こちらの法人

さんの政府出資金の内容と活用方法の確認と、それから、こちらには民間出捐金２０億円

の話も出ておりますけれども、ここの内容と活用方法を確認させていただきたいと思いま

す。 

○ 鉄道・運輸機構 

まず、政府出資金を毎年度、１７年度から４０億円いただいておりますけれども、この

趣旨は、先ほど来、話がありますＳＥＳ、スーパーエコシップの支援のための出資であり

まして、非常に前向きな政策的な出資であるというご理解をいただきたいと思います。も

ちろん、結果として財務内容がよくなることは確かです。それが１点です。 

 それから、２０億円の民間の出捐金ですが、これは高度船舶技術の支援のための出資な

んです。これをもとに支援をしていくと。これもある意味では前向きな政策的なものであ

ります。そういう意味では、後ろ向きのものではないということをご理解いただきたい。 
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 以上でございます。 

○ 家田分科会長 

 石津先生どうぞ。 

○ 石津委員 

前向きなものだというご説明をいただいたんですけれども、やはり政府出資金のほうに

頼るより、あるいは、この民間出捐金、例えばこれは単年度のもののように聞いておりま

すけれども、また、こういった部分、民間出捐金等を増やす努力等をされて、政府出資金

以外の部分で債務超過を克服される努力を今後一層されるとすばらしいなと思っておりま

す。 

○ 鉄道・運輸機構 

現に、今までの未収金の回収努力のためにいろいろなことをやっていますし、あるいは、

事業量が大事なんですね。ですから、事業量を確保しつつ利益を上げて債務超過を縮小し

ていくというのが基本だと思います。おっしゃるように、それが基本だと思っていますの

で、これから最大限の努力をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○ 家田分科会長 

当期利益が前年に比べてうんと増えているということですね。それが努力の成果という

ことが言えるんですかね。 

○ 鉄道・運輸機構 

はい。 

○ 家田分科会長 

石津先生、今の点はよろしいですか。 

○ 石津委員 

 はい。 

○ 家田分科会長 

ありがとうございました。 

 ほかの先生どうぞ。では、上田先生。 

○ 上田委員 

 今の点なんですが、この海事勘定の資本合計がマイナスになっているところを見れば、

これは民間企業であれば大変なことだ、破綻だというふうにまず――まあ、イコール破綻
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ではないんですけれども、これは一番危険な、多分、市場でみんなが一番敏感に反応する。

ところが、機構の会計が公会計なのか、民間企業会計なのか、両方ごっちゃになっている

ようなところがあって、一方で損益計算書を出しながらも、同時に行政コスト計算書も出

さされているというのは、これは公会計と民間会計の両方をやらされているような位置づ

けになっていると思うんです。そういう意味では、資本合計がマイナスであっても、これ

は民間企業ですと株主が大変なことになるところですけれども、機構の性質として、そも

そもこの利益とか、最後に資本の部分で、では、株主に配当が出るのか、あるいは、これ

が民間の資本市場で取引されるようなものなのかと言ったら、そういう性質のものでは全

くないわけです。このマイナスは、本来は民間企業であれば大変だというと、また言いわ

けしているみたいに見えますが、公的なものである限り、これがマイナスであることイコ

ール悪いことでは決してないわけで、マイナスになった分、これが先ほど言われた、この

海事勘定でいろいろな共有船舶等もやっている社会的、公共的な目的から見たら、当然、

社会としてこれぐらいの費用は十分引き合うコストだと、そういう説明ができれば、まあ、

あまり大きいマイナスは経営上問題がありますけれども、ここがマイナスであることイコ

ール、決して引け目を感じることではないと私は理解しています。これはコメントです。 

 もう一つは、建設勘定のほうで１点。この新幹線の建設見返資産云々、この表現がちょ

っと私も不勉強で、いろいろ勉強しているつもりなんですが、こういう表現が固定負債の

ところに「資産見返負債の増」と書いてあるんです。この表現の意味をちょっと教えてい

ただきたい。 

 あと、行政コスト計算書の書き方で、どこにも機会費用という言い方が出ているんです

ね。経済学等ではこういう言い方をよくするんですが、会計でこういう言い方は、私、正

直あまり見ていないので、この機会費用ってどういう考え方、あるいは、財務省なりの指

針があってこういう項目を計上されているのか。 

 その２点を教えていただければ。 

○ 家田分科会長 

 お願いします。 

○ 鉄道・運輸機構 

 まず、１点目のご説明でございますが、資産見返負債ということでございまして、これ

は国からの補助金を受け入れますと、ルールとしてここに補助金額を見返負債ということ

で入れることになっております。それに対応して、施設が出来上がってきますと、固定資
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産なり流動資産のほうも増えていくということで、ＢＳ上、バランスをとるという、多分、

公会計のルールだと思うんですが、そういうふうに聞いております。 

 それから、機会費用でございますけれども、これは財務省の指針等はちょっと勉強させ

ていただきたいと思うんですが、一般的には、この勘定には政府からの出資金が入ってお

ります。その政府からの出資金については、仮に政府がこの勘定に入れずに、例えばほか

の国債なんかで運用したら、それで利益が上がってくるわけでございます。その部分につ

いて機会費用として考えていると聞いております。 

○ 上田委員 

結構です。 

○ 家田分科会長 

よろしいですか。ありがとうございました。ございませんか。 

 それでは、ご意見も出尽くしたようでございますので、この１８年度財務諸表に関しま

しては、基本的にはご了解いただいたということでよろしいでしょうか――ありがとうご

ざいました。 

 それでは、次の議題２の 業務実績評価の話題に入りますが、このご説明は非公開となっ

ておりますので、恐れ入りますけれども、傍聴の方につきましては、ご退席方をお願いし

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日のメーンになりますけれども、１８年度業務実績評価の審議の進め方に

つきましては、昨年とおおむね同様な進め方で進めたいと考えておりますけれども、まず、

その旨を事務局からご説明お願いいたします。 

 

（２）議題２．平成１８年度業務実績評価 

○ 事務局 

それでは、これからの審議の進め方でございますけれども、まず、鉄道・運輸機構から、

各委員に評価していただくに当たりまして作成した、委員限りということでお配りしてお

ります資料、横長の参考資料１、この自己評価の結果の資料。それから、参考資料２とい

たしましてパワーポイントの説明資料、これも横紙でございます。それから、参考資料３

としまして、自己評価基準について、自己評価基準の考え方につきまして、業務実績の説

明をしていただいて、その後、委員の皆様による質疑等に入らせていただきたいと思いま

す。 
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 その前提といたしまして、きょうの会合を終えた後の進め方につきまして、簡単にご説

明させていただきます。 

 評価の最終的な確定に向けた進め方といたしましては、まず、委員の皆様にお忙しいと

ころ大変恐縮なんですが、本日の会合での説明、あるいは質疑応答の結果を踏まえまして、

各委員としての評価結果をお示しいただくために、資料２－５でつけております平成１８

年度業務実績評価調書（案）というものがございます。縦長の紙でございます。この評定

結果の欄に、１から５点までの５段階で点数を記入してくださるようにお願い申し上げま

す。また、あわせまして、同じ表の中にございます評定理由、それから意見の欄につきま

しても、それぞれお気づきの点などございましたら、可能な範囲でご記入いただければと

考えております。 

 なお、５段階の評価に当たっての判断基準の指針といたしまして、資料２－４につけて

ございますが、本年３月１３日付で国土交通省独立行政法人評価委員会からこの文書が示

されてございます。詳しくは後ほどご覧いただければと存じますが、１点のみ申し上げま

すと、２ページの５.のところで、評価の信頼性への無用の疑念を招かないためにも、最高

の評価である５の評価については、抑制的に、「滅多につかない」ものとして扱うべきであ

るという文言があることをご紹介させていただきます。この点につきましては、後ほど、

機構からの自己評価の説明の中でも、どのように反映しているかということで説明がある

かと存じます。 

 そのようにして記入していただいた業務実績評価調書（案）でございますけれども、こ

れは来週の火曜日、７月２４日までに私ども事務局まで、これはＥメールですとか、ファ

クス、郵送、それぞれ一番お使いやすい方法でご送付いただくようにお願いします。また、

本日の説明とか質疑応答をお聞きになりながら、この場でご記入になられました場合には、

この会合の終了後に事務局に直接ご提出いただいてももちろん構いません。 

 このようにして各委員からご提出いただきました個々の業務実績調書（案）につきまし

て、事務局におきまして集計、合算いたしまして、業務実績評価調書（案）の１ページか

らの個別項目ごとの業務運営評価、それから２４ページの実施状況全体の業務運営評価、

それから総合評価、それぞれにつきまして事務局で案を作成いたします。そして、次回８

月２日の分科会におきましては、この案につきまして委員の皆様に改めてご審議いただき

まして、評価結果を最終的に確定する、こんなプロセスで進めていくこととさせていただ

きたいと考えております。 
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 それから、最後になりましたが、国全体の独立行政法人の評価を取りまとめております

政策評価・独立行政法人評価委員会から、これは先週でございますけれども、７月１１日

付で発表されました「独立行政法人中期目標期間終了時の見直し及び業務実績評価に関す

る当面の取組方針」、大変長い名前の文書がございます。参考２という資料でございます。

これをごらんいただきますと、詳しくはこれも後ほどご覧いただければと思いますが、こ

の取組方針によりますと、中期目標期間終了時の事業見直し、あるいは業務運営の一層の

効率化に資する評価を重点的に行うこととして、具体的な項目についても言及されており

ます。この取組方針というのは、法令に定められた業務実績報告書の提出期限でございま

す６月末よりも後に発表されたという事情があるものですから、今回の機構の１８年度業

務実績報告書におきましては、完全には対応できていないところでございますけれども、

この後の機構からの説明の中で補足しながらご説明をお願いすることといたしたいと思い

ます。 

 以上でございます。 

○ 分科会長 

ありがとうございます。 

 多くの皆さんが、多分、これからのご説明を聞きながら、この資料２－５に適宜書き込

んでいただいて、後でまた資料を見ていただいてそれを修正するという作業をされると思

います。当面は、この各項目ごとの評価結果に１から５の数字を入れていただくというこ

とですね。それから、何かコメントがあれば評定の理由や意見を書いていただくというこ

とになります。 

 私もこの法人と、幾つか別のものもあったり、それから全体の委員会とかにも数年来出

させていただいているんですけれども、始めたころは各法人ごとにやり方も随分ばらばら

だったりしましたですね。それを統合して全体を眺めるときに、どうもちょっと評価の仕

方が法人によって、わりあいきつ目でやっているところと、そうでもないところとあるの

がどうかなという意見があったりしました。その結果として、現時点では、通信簿でいう

と３というと普通ですから、何か大して利口じゃないような気がするんですけれども、そ

ういうことじゃないだろうと。３というのは十分仕事をしているというような感覚にして

おこうということで、大体の感覚を共通化しています。それから、それを超えて立派に仕

事をしたなというのがあれば４だし、何かとんでもなくすごいことをやったなといったら

５だと、こういう感覚です。ある先生の言い方からすると、５はノーベル賞だというので、
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ノーベル賞っていうとなかなかつけられるものじゃないんですが、それは極論にしても、

かなりすごいというのが５だということで、共通の理解になっています。 

 それから、皆さんに評点をつけていただいたものを事務局で集計するんですが、この鉄

道機構の場合には、それをかなり客観的なやり方で集計していく手法が私の前任の森地先

生のときからとられてございます。それは、平均値をとって四捨五入するとやると、大体

何.５となると上になっちゃうので、そういうことではなくて、どの評点に何人の人がいた

か。それで圧倒的に、例えば３が多かったら３にする。それがほかのところをつけた人と、

３をつけた人が均衡するようだったら、それを再度議論して、議論した上で、必要ならば

採決をもう１回やるというようにやってございます。したがいまして、お気兼ねなく上の

ほうでも下のほうでもつけていただけるようにお願いしたいと思います。 

 私からはそういうお願いですが、よろしいでしょうか。大体やり方についてはご理解い

ただけたでしょうか。特に初めての先生方、よろしいでしょうか――ありがとうございま

した。 

 それでは、早速ご説明をいただくということでよろしいでしょうか。 

○ 鉄道・運輸機構 

それでは、私、機構で担当理事をしております伊藤でございます。私のほうから、参考

資料１と参考資料２を中心に説明いたします。参考資料２につきましては、業務実績報告

書は大部でございます。これを要約したものでございまして、その中で、さらに我々の自

己評価で高い点を目指しておりますものをパワーポイントで示したものが参考資料２でご

ざいますので、本日は時間の関係もございますので、参考資料２のほうを中心に、参考資

料１のほうにも言及しながら説明させていただきます。 

 最初に申し上げますけれども、先ほど、評価基準の話がございました。先日、先生方に

我々の自己評価について示したわけでございますけれども、評価基準が大変厳しいという

こともございまして、再度、少し見直しを行っておることを、まず最初に申し上げたいと

思います。 

 それでは、参考資料２のほうから順次説明いたします。 

 まず、１ページ目をおあけいただきたいと思います。これは参考資料１の２ページ目の

一番左のほうに９番という項目番号を振っております。そちらのほうも参照していただき

ながら、今後、ごらんいただきたいと思います。 

 それでは、パワーポイントの資料の１ページ、鉄道建設コスト縮減でございます。中期
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計画の中で１５％のコスト縮減という命題をいただいておりますけれども、１８年度、１

ページ目の右のグラフにございますように、１２.５％達成しておりまして、金額的に申し

ますと、そこの赤いグラフ１４５億という形で達成しております。これにつきましては、

左の表にございますように、いろいろな分野で現場でアイデアを出しながら、小さなもの

から積み上げを行って、１４５億という形で出しておるものでございます。その後、５つ

ほど具体的な例を少し挙げておりますので、簡単にご説明いたします。 

 ２ページ目でございますが、軌道スラブの形状の改良によるコスト縮減ということでご

ざいまして、軌道スラブ、左の図がございますけれども、軌道の下に敷くものでございま

す。従来の直方体の形状から、その下にございますような内側の穴のところにテーパをつ

ける形にしたことにより能率を向上させたコスト縮減でございます。この図だけを見ます

と、すぐにこの新しい形にたどり着いたと思われるかもしれませんが、実はこれはいろい

ろな試行錯誤、試作品をつくりながら、繰り返しながら、最適なテーパの形とか、穴の大

きさとかを現場で努力しながら、また、コンクリートですからクラックが入らないように

いろいろなやり方を考えながらここにたどり着いたということでございまして、ここで縮

減額、上に出ております１７.８億円縮減しておるものでございます。 

 ３ページ目でございますけれども、これは北陸新幹線の例でございます。新幹線を横切

る道路が計画ですと２本あったわけでございますが、地元に何度もお願いいたしまして、

これを１本に集約する形に最終的にたどり着いたわけでございまして、そういうことによ

りまして、コストの安い右の写真にございますラーメン高架橋という形にすることができ

たわけでございます。地元にしましては、やはり２本あったほうが便利ということで、な

かなか理解を得るのに苦労したわけでございますけれども、こういう結果になっておりま

す。実はこれ、１カ所ではございませんで、３カ所について同様な地元へのお願い、協議

を粘り強く続けた結果で、２.５億円の縮減額を出しております。 

 ４ページ目でございます。これはトンネル掘削のときに出る湧水処理の問題。従来は濁

水、清水を一緒に処理しておったんですけれども、これを分離しまして、濁水のみ処理す

る方法に変えました。これによりまして、施設の小型化、それから薬品等も少なくなると

いうことで、縮減を出しております。 

 ５ページ目でございますけれども、防音壁の基礎構造の見直し。防音壁は従来、そこの

左にございますようなＵ字ボルト、Ｕ型ボルトでとめておって構造が複雑であったわけで

ございます。これも試行錯誤を繰り返しながら、少しコンクリートを高くすることによっ
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て、そこに支柱基礎を埋め込む形にすることによって簡素化し、縮減を出しておるもので

ございます。 

 ６ページ目でございます。これは鉄道に電気を供給します架線の張力を保つ方法でござ

います。仙台空港線の例でございますけれども、従来ですと下の左にございますような滑

車を通して重りをつけて張力を出しておったわけでございますけれども、これをバネ式、

筒の中にバネを入れて張力を出す方法に変えまして、これは保守の維持管理費を縮減する

ことができております。これは０.１億円となっております。 

 以上がコスト縮減の関係でございまして、７ページ目でございます。これは１１番でご

ざいますので、参考資料１の３ページ目にございますけれども、番号１１番のところをご

らんいただきたいと思います。用地業務に係るものでございます。７ページ目、８ページ

目で九州新幹線にかかわる用地買収の努力を書いております。 

 ７ページ目が久留米市の住宅密集地の例でございますけれども、マンションの通路敷地

に新幹線の橋脚がかかることになったわけでございますけれども、これはやはり交渉が長

期化するということで、設計のほうともいろいろ工夫をいたしまして、橋脚の位置を少し

ずらしまして、下の図にございますけれども、マンション敷地からＪＲの敷地に変えたと

いうことです。そうしますと、マンションの上空使用権の締結で済むということで、これ

も管理組合との交渉で行うことができたわけでございまして、努力して交渉の円滑化を図

ったものでございます。 

 ８ページ目でございますが、これも九州新幹線の新田原坂トンネルの例でございます。

これも１３年から説明会等繰り返しておったわけですが、騒音、振動の問題等でなかなか

協議が難航しておったわけです。そこで、我々としましても、下の図の緑の線の中に赤い

部分がございます。これは非常に土かぶりの薄い部分でございますけれども、これについ

ては、やはり軟弱地盤改良が必要でございますし、地上権設定よりも買収のほうが有利と

いうことで、少し発想を変えて交渉を進めまして、そのほかの緑の部分につきましても何

度も説明いたしまして、最後のトンネルの用地買収でございましたけれども、１８年１１

月に用地取得が完了しております。 

 次が１５番でございますので、参考資料１の４ページの下のほうにございますが、投資

効果の向上のところでございます。パワーポイントのほうでは、仙台空港線の例を出して

おります。仙台空港線、先ほどからも説明がありますように、７キロ程度でございますが、

市街地を通ることもございまして、用地につきましては鉄道会社のほうが行っておったわ
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けですが、非常に用地買収がおくれておりまして、他方で完成時期が平成１８年中という

ことで決まっておりましたものですから、我々としましても、ここにございますような工

期の短縮と、同時に建設費の縮減を行ったわけでございます。工期の短縮につきましては、

そこの９ページ目にございますようないろいろな工夫をいたしたわけでございまして、お

かげさまで１９年３月１８日に開業できております。ほかの我々の行っております例と比

べましても、右にございますように、４年とか、４年半という時間がかかっておりますが、

２年８カ月という形で工期に間に合わせることができたものでございます。 

 同時に、建設費につきましてもできる限り縮減を図ったということでございまして、１

０ページ目にございますように、当初の計画２９１億円を２１９億円という形で抑えて、

７２億円、２５％の縮減を行っております。協定後、追加工事もございましたものですか

ら、全体では２４７億円になっておりますが、そういう形で、いろいろな縮減の例が出て

おりますけれども、いろいろな部分で縮減の努力をしたものでございます。 

 それから、１１ページ、同様に投資効果の向上のところでございます。これは東北新幹

線の三本木原トンネルの例を出しております。東北新幹線が２２年度開業ということで、

トンネル工事が１９カ所、５０キロと非常に多いわけでございます。特に三本木原トンネ

ル、地下水位が高いなど非常に難工事が予想されて、工期が伸びることが心配されたわけ

でございます。そこで、我々新しいＳＥＮＳと申し上げます工法を開発しまして、これは

従来の山岳工法と同様の工事費で、シールド工法に比べまして非常に安い形の新しい工法

でございます。そこにございますような当初の山岳工法よりも２.５倍の高速の掘進を実現

しておりまして、工事費も経済的に施工できております。１１ページの下にございますよ

うに、１８年度の土木学会技術賞も受賞させていただいております。 

 次が１２ページの１７番のところでございますので、参考資料１の５ページ目の下にご

ざいます。関係機関との連携ということでございます。そこにパブリックコメントを取り

入れた駅デザインへの取り組みということでございますが、これは九州新幹線の例を出し

ております。新幹線の駅というのは、やはり地元の顔としまして、我々としましても地元

の住民の方に誇りを持っていただきたいということで、地元の市、あるいは市民団体とも

設計の段階からいろいろとやりとり、協議をいたしまして、設計に反映することができた

と考えております。 

 それから、１３ページ目も同様に、東北新幹線、青森の例が出ておりますけれども、こ

れも県の意見を取り入れて、県産の木材をふんだんに使ったデザインとなっております。 
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 同様に、１４ページでございますけれども、これも、みなとみらい線の駅デザインでご

ざいます。おかげさまで、２００６年の土木学会デザイン賞優秀賞を受賞しておりまして、

これも土木構造物の段階から市のデザイン委員会等々で話し合いを行いまして、土木構造

物の段階から駅デザインを反映した設計を行いまして、ここが高く評価されたのではない

かと考えております。 

 同様に、１５ページ目、関係機関との連携でございまして、ユニバーサルデザインのた

めの取り組みということで、特に身体障害者の皆様との連携でございます。東北新幹線、

九州新幹線の例が出でおりますけれども、特に九州新幹線につきましては、新玉名駅がで

きるわけでございますが、ここにつきましては、ユニバーサルデザインのワークショップ

を身体障害者の団体の皆様と開かせていただきまして、真ん中あたりにございますような、

既にできております新八代駅の使い勝手の意見を聞くなどして、新玉名駅のデザインに取

り入れようという進め方をして、現在、実施方針を検討しているところでございます。 

 次が１８番でございますので、参考資料１の６ページ目の下にございます技術開発の推

進でございます。そこに例がございますが、耐震補強盛土の設計・施工の技術ということ

で、これも地盤工学会技術業績賞を受賞させていただいております。ご案内のとおり、盛

り土が壊れますと、鉄道の場合、いろいろなものが重なった総合的な技術でございますの

で、復旧がなかなかおくれるという面がございます。そういう意味では、従来から盛り土

の強度が非常に重要であって、我々も研究をしておったわけですが、今回はそこの左の図

にございますようなプラスチックでできた網、ジオグリッドを用いまして、これを何層か

敷く形で強度、耐震性を増しておるということで、今後も新幹線の標準設計として全面的

に採用していこうと考えておるものでございます。 

 それから、１７ページ、同様に技術開発でございますけれども、これも路盤の構造の改

良でございます。従来の路盤構造、上に出ておりますように、路盤とか排水工、ダクト等々、

別々に構築しておったわけでございます。そうしますとコストがかかるとか、間から水が

漏れるとか、いろいろな問題もあったわけでございます。それを一体型のＲＣ路盤という

ものを新しくつくりまして、建設コストの縮減にもつなげておるものでございます。 

 １８ページでございますが、これは橋梁の基礎部にございますケーソンの耐震構造の設

計の見直しということでございまして、最近、非常に地震の耐震性が要求されてきますと、

逆にケーソンの鉄筋量、あるいはコンクリートも厚くなるということで、コストもかさむ

ことになったわけでございます。我々としても最適なケーソンの設計というものを再度い
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ろいろと見直しいたしまして、そこにございますように、鉄筋量の経済化とか施工性を向

上させるという形で、特に頂版の設計を確立しておりまして、経済化を図っておるところ

でございます。 

 それから、１９ページでございますが、これは１９番となっておりますが、自己評価を

下げておる関係もございまして、ここはちょっと省略させていただきまして、パワーポイ

ントの２０ページ、品質の信頼性の向上でございます。こちらは参考資料１ですと７ペー

ジの２０番でございます。技術力の承継ということでございまして、これはご案内のとお

り、団塊の世代の大量退職がございまして、我が機構でも、その技術力をいかに若い職員

に継承するかということが大きな課題になっておるところでございます。いろいろなこと

をやっておるわけでございますが、特に土木系の若手の職員対象に先輩から現地講習会を

実施するなど、非常に承継に力を入れておりまして、本社、地方合わせて、土木技術者の

９割が受講しておるところでございます。 

 ２１ページでございますが、これも品質の信頼性の向上でございます。ここは、要する

に低価格の入札というのが最近、東北新幹線などで多かったわけでございます。姉歯事件

等もございまして、いかに確実な品質を確保するかというのが課題でございます。下に図

が出ておりますけれども、従来ですと、ここにございます鋼鉄道橋の立ち会いが２回、最

初と最後のほうに１回あったわけでございます。これを随時、各工程で立ち会う形にしま

して、品質の確保を図っておるという例を出しておりますが、こういうものをいろいろな

分野で行っておるものでございます。 

 それから、次の２２ページ、２１番、受託事業のところでございますので、これは参考

資料１の７ページでございます。受託事業、１８年度は工事５県、それから調査１３件の

１８件の受託事業を実施しております。例としましては、ＪＲ東海から山梨リニア実験線

の受託を挙げておりますけれども、そこの下の図にございますような、左側の部分は機構

が施工するということで、１,０００億を超える金額を受託したわけでございます。 

 それから、２３ページ、２４ページで、これも受託事業のところでございますが、都市

鉄道等利便増進法ができまして、これに基づきます速達性の向上事業でございます。下の

２４ページの図にございます相鉄とＪＲの直通線、そして相鉄と東急の直通線につきまし

て、これはご案内のとおり、利便増進法に基づきまして、今回、我が機構が整備主体とな

るわけでございます。そういうことで、採算性とかリスク等々を十分に検討し、これを関

係の鉄道会社、あるいは地元にも説明しながら、理解を得ながら、今回、昨年にそれぞれ
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の速達性向上計画の認定ということにこぎ着けたわけでございまして、速達性は何といい

ましても鉄道の利用者にとりましては最大の利便でございます。ぜひ今後、工事の実施に

向けて、着工に向けて行っていきたいと考えておるものでございます。 

 それから、２５ページの２２番の工事関係事故防止でございます。これは参考資料１の

８ページでございます。従来から、当機構は、工事事故防止に努めてきておりまして、２

５ページの左にございますようないろいろな対策をとってきておるわけでございます。お

かげさまで、左のグラフにございますように、１８年度は１００万時間当たりの労働時間

当たり０.８２という形で、１５年度あたりに比べますと大分減ってきております。そのグ

ラフの下に、ほかの類似の工事との比較を少し調べておりますが、厚労省の調査等により

ますと、橋梁とか隧道新設工事等につきまして数字が出ておりますけれども、当機構に比

べまして、当機構のほうが極めていい成績になっておるのではないかなと考えて、成果が

出ているのかなと考えておるところでございます。 

 次が２６ページの２３番目でございますが、船舶共有建造業務ということでございまし

て、ここも、ご案内のとおり、環境政策、あるいは物流の効率化という形で、国の政策に

沿った形で内航船舶の代替を進めることが我が機構の使命でもございますので、２６ペー

ジの左側の黄色いところにございますような共有建造促進本部も立ち上げておりまして、

１８年度におきましては、金利体系の見直し、弾力化ということも行いながら、あるいは、

ほかのいろいろな働きかけを行いながら対策をとってきておりまして、おかげさまで、右

のグラフにございますように、事業量も１７年度から２.７倍、あるいは、物流高度化船の

隻数につきましても２倍増ということで、成果があらわれておるのかなと考えております。 

 ２７ページは省略させていただきまして、２８ページも同様でございますので、２９ペ

ージをごらんいただきたいと思います。３０番の技術支援の推進でございます。ここで例

に出しておりますＧＲＡＰＥを活用した技術支援ということで、これもご案内のとおり、

ＧＲＡＰＥはビジュアルに非常にわかりやすく鉄道整備、あるいはバス再編等の効果を表

示できますので、１８年度も受託調査を２件、そして関係機関、中小事業者への技術支援

５件を行っております。例示としましては、上に関東運輸局からの受託でございますよう

なバス再編の便益の発現状況が出ております。わかりやすく表示をしております。それか

ら、千葉都市モノレール、京福電鉄の例も出ておりますが、今後とも技術支援に力を入れ

ていきたいと思っております。 

 ３１ページ目、番号でいきますと３１の開発成果の公表でございます。これも学会での

  22 



発表、あるいは論文の投稿等々、目標を掲げましたものよりも上回る件数をあげておると

ころでございまして、今後ともここにも力を入れていきたいと思っております。 

 １つの例としまして、開発成果の公表のところでございますが、３２ページにございま

す駅舎の雪害対策に関連しまして、軒先部分融雪システムの開発を行いまして、これにつ

きましては若手が発表したものでございますけれども、建築技術会の優秀賞をいただいて

おります。雪害対策としまして、従来、下の図にございます、屋根全体を融雪する形でし

ておったわけですが、コストがかさむということで、軒先部分に工夫いたしまして、部分

的に融雪して、また雪が落下しないようにするという形でコスト縮減も図っておるもので

ございます。 

 ３３ページ目でございますが、番号３２でございます。船舶建造分野の技術力の活用で、

ＳＥＳ船の建造促進策でございます。先ほどから出ておりますけれども、ＳＥＳ船、電気

推進ということで、環境面、それから燃費、操船性、あるいは船内環境、非常にすぐれた

船でございますので、我々も非常にいい船だと自負しておるわけでございます。これをい

かに理解していただいて普及していくかということが大事かと思っております。先ほどか

ら出ておりますような３３ページの上にあります経済的支援、使用料軽減とか、ＮＥＤＯ

の補助を受けておりますが、そのほかにも、やはり新しい船ですと、実際に使われる方は、

いい船であるけれども、保守費用とか整備費用がどうなるのかなと不安を持っておられま

す。我々としましても、モデル調査なども行いまして、実際にそういう心配はないという

ことも皆様にお知らせして普及を図りたいと考えておるところでございます。 

 ３４ページ目はＳＥＳの貨物船「新衛丸」の例を出しておりますけれども、その左下に

ございますように、燃費改善２０％以上等々が出ておりますし、また、船長の談話としま

しても、そこの右にございます、軽トラックからスポーツカーということも出ております

が、非常に質の高い船だと評価をいただいておるところでございます。 

 ３５ページ目でございますが、これはＳＥＳ船ではございませんが、３２番の船舶建造

分野の技術力の活用ということで、左下に写真が出ております。従来ですと、２基のエン

ジンと２軸のプロペラという形が通常であったわけです。この船は、１基１軸の船型とい

うことでございまして、我が機構で開発をしました。２基２軸ですとプロペラの軸がどう

しても外に出っ張る形になりまして、抵抗力が非常に高まったわけですが、１基１軸にす

ることによって抵抗を抑えて、推進効率の改善とか、また、特に物流の荷役の関係からも、

ランプウエイを３つつけるなど工夫いたしまして、おかげさまで２００６年にシップ・オ
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ブ・ザ・イヤーを受賞しております「おれんじホープ」の例を出しております。 

 ３６ページが研究成果の普及、活用促進ということで、当機構、運輸・交通分野のいろ

いろな研究開発の仕組みを用意しておりまして、そこにございますような基礎研究、それ

から有望なものはステップアップで、基礎研究は３年タームで行っておりますが、ステッ

プアップですとさらに１年延ばすとか、あるいは、応用研究ということで、実用化を目指

したものにもつなげていくという形のいろいろなメニューを用意しておるわけでございま

す。 

 ３７ページ目に、少し研究成果の例を挙げております。３つ挙げておりますけれども、

一番左、ナノサイズ粒子の測定器の開発ということで、これは排気ガスに含まれますナノ

粒子というのは発がん性が非常に疑われているということで、しかしながら、これをリア

ルタイムで精密にはかる計器というのはなかったわけですけれども、これを島津製作所と

一緒に研究開発しまして、開発に至っておるものでございます。 

 真ん中が居眠り運転防止シートということで、これも車の安全ということで、センター

をシートにつけまして、入眠予兆を認知しまして警告を出すようなシートでございます。

テレビなどでもかなり話題となっております。 

 それから、一番右のプローブ車両の研究でございます。これは鉄道の軌道、信号等の状

況を測定するプローブ車両というのがありまして、これが非常に鉄道の安全のために重要

であるわけでございますが、非常に高価であるということで、中小の事業者にはなかなか

手が出ないということもあったわけです。当機構で小型のセンサーを開発しまして、実際

の営業車に載せればプローブができるというものを開発しておりまして、その下にござい

ますような機械工学会の交通・物流部門の受賞もしております。 

 ３８ページでございますが、株式処分の円滑な実施でございます。４０番目でございま

すが、ここに例示しておりますが、ＪＲ東海の株式売却について、自己株式買付という新

たな方式を導入いたしまして、１８年４月４日に速やかに売却を行ったということでござ

います。いろいろな工夫をいたしておりますけれども、手数料が低廉で済むこともござい

まして、実質、従来の方式に比べまして、そこの真ん中の下のほうにございます、１００

億円程度の増収効果があったのではないかと考えております。先ほどございましたように、

本州３社の株式は売却を完了しておるところでございます。 

 それから、３９ページ目、４０ページ目が土地処分の円滑な実施ということでございま

す。これも４１番をごらんいただきたいと思いますが、例示で武蔵野操車場跡地と梅田の
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売却の例が出ておりますが、どちらも当機構にとりましては最大の売却収入を得るという

ことと、それから、地元の意向に沿った地元の土地開発構想に沿った形での売却を目指す

ということでございまして、武蔵野操車場につきましては３４ヘクタールの宅地部分でご

ざいますが、そこのイメージ図にございますような地元の構想に沿った形で売却すること

ができたものでございます。それから、下の梅田駅につきましても、大阪市のまちづくり

基本計画に沿った形の売却と、機構にとりましても今までで最大の売却収入があったとい

うことでございます。 

 この例のほかにも、旧国鉄から引き継いだ土地の売却の９９％が完了しているわけでご

ざいますが、その中には、当初、なかなか売却が難しいのではないかと思われた小さな土

地とか、形の悪い土地とか、場所の悪い土地等も含めて、地元の自治体といろいろとお願

い、協議をいたしまして、売却がかなり進んでおりますことを申し上げたいと思います。 

 ４１ページでございますが、これは番号４３の資金の流動性管理等々でございますが、

例示としまして、新たな格付の取得でございます。従来、Ｒ＆ＩのＡＡの格付を取得して

おりましたが、新たにムーディーズジャパンのＡａａの格付も取得しておりまして、２つ

の取得ということと、外国の評価機関の格付を取得したということで、我がほうとしまし

ても、実際に資金の投資活動を広げて低コストの調達が今後可能になるのではないか、な

かなか取得には苦労したわけでございますが、今後、そういう効果があるのではないかと

考えております。 

 ４２ページ目が４４番でございますが、柔軟かつ多様な資金調達、これも表が出ており

ます。これは要するに、１７年度から従来の協調融資に加えまして、シンジケートローン

というのを導入しております。１８年度は、さらにそのローンの額を増やしておりまして、

６８７億円やったわけでございます。そこで、従来と比較をした表でございまして、ここ

に５億２,０００万強の金額がそこの黄色いところに出ております。この部分が従来の協調

融資に比べましてコストが下がったという例でございまして、今後、これを主体にやって

いきたい、シンジケートローンで調達を増やしていきたいと考えておるところでございま

す。 

 ４３ページ目で未収金の発生抑制・回収ということでございます。従来からの取り組み

に加えまして、１８年度につきましては、大手の旅客船事業者との間でリスケ契約が新た

に締結されたり、あるいは、その事業者との間で不採算路線を廃止するなど合意ができた

こともございまして、そのほかにもいろいろな対策をとりまして、その赤い部分にござい
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ますような年度計画に比べまして、未収発生率、それから未収金残高とも、計画を超える

いい結果が出ておるということでございます。 

 ４４ページ目、最後でございますけれども、繰越欠損金の処理でございます。左上の見

直し方針にございますような重点集中改革期間ということで、今、取り組んでおるわけで

ございます。おかげさまで、その右のグラフにございますようないい結果が出てきておる

わけでございまして、一番下の青いところにございますようないい結果を出すことができ

たと考えております。 

 以上、業務実績につきましてのご説明でございますが、先ほど、国交省のほうから冒頭

ご説明がありましたけれども、これは口頭になりますが、今月１１日に政府の評価委員会

のほうから出されました当面の取組方針に関しまして、当機構においてそれがどう反映し

ているかということを少し報告いたします。 

 まず、先ほどの政府の取組方針の中で、財務内容の改善でございますけれども、これに

つきましては、欠損金、剰余金の適正化については、海事勘定に統合前の旧船舶勘定にお

いて発生した欠損金の処理状況や未収金の発生防止・回収状況について記載しております。

場所的には、本体の厚いほうでございますけれども、これの２２５ページから２３３ペー

ジのところに記載させていただいております。その使途につきましても記載をすることが

方針で決まっておりますけれども、２４２ページのところに記載しております。 

 それから、リスク管理債権の適正化ということも書かれておりますが、ここにつきまし

ては、回収状況を本体のページで申し上げますと２３８ページから２３９ページのところ

に記載しております。 

 次に、行政サービス実施コストの改善という指摘があるかと思いますけれども、そこに

つきましては、当機構の報告書で、まず人件費、人員の削減でございますけれども、ここ

につきましては、５ページから７ページ、それから１２ページのところ、それから、職員

の削減状況については１０ページから１２ページに記載しております。 

 もう１つ、次に給与水準の適切性でございますが、これも同様に１０ページから１２ペ

ージにかけて、国家公務員との比較等を示しまして記載しておるところでございます。 

 それから、随意契約の見直しにつきましても、同様に２４４ページから２４５ページに

かけて記載しております。 

 それから、その他といたしまして、昨年の１１月２７日に政府の評価委員会から国土交

通大臣に対して勧告がございまして、内容は、内航海運活性化融資業務に係る手数料の使
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途についての業務実績報告書等において公表するものとするという指摘がございました。

そういう指摘を受けまして、業務実績報告書の２３９ページに記載しております。 

 大変長くなりましたけれども、私からの説明は以上で終わらせていただきます。どうも

ありがとうございました。 

○ 分科会長 

ご苦労さまでした。 

 それでは、これから審議をしていただきます。繰り返しになりますけれども、実際に個々

につけて提出していただくのは７月２４日までということですので、この後、各委員の方々

で作業をしていただくんですが、その判断していただく際の参考として説明していただい

たわけでありまして、ご疑問の点や、もう少し深くお知りになりたい点を中心にご質問し

ていただきたいと思います。 

 また、時間の都合から、自己評価上、４より上のものについて主としてご説明いただい

たわけですけれども、それ以外のところでもご疑問の点がありましたら、もちろん、ご遠

慮なくご審議をいただきたいと思います。 

 では、どうぞお願いします。 

○ 委員 

 初めてのことで、よくわからないところがありましたので、ちょっと教えていただきた

いと思います。 

 機構さんが積極的に技術開発されて、土木の技術をリードされておられることはよくわ

かりました。その中でちょっと教えていただきたいんですけれども、先ほどご説明いただ

いた１１ページのトンネル施工技術のＳＥＮＳの開発のところなんですが、これも技術開

発とかいろいろな分野にわたると思うんですけれども、ここで投資効果の向上というとこ

ろに土木学会技術賞を受賞されたＳＥＮＳを入れられたということは、技術開発とか、そ

の他の波及効果よりも、投資効果に非常に考慮したからというように理解してよろしいん

でしょうか。 

○ 鉄道・運輸機構 

項目では、投資効果の向上だとか、それから技術開発だとか、あるいは建設コストの縮

減だとか、どこに入れるかというのは結構迷うような構成に中期計画はなっておりまして、

その辺、いろいろ迷いがあるんですが、このＳＥＮＳの場合は、これを適用したことで、

ここにＮＡＴＭに比べて２.５倍の高速掘進とも太字で書いてありますが、早く仕上げるこ
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とにも貢献しているし、コストについても、ここでは触れておりませんが、基本的にはＮ

ＡＴＭでやるプラス補助工法を使うわけですけれども、それとほぼ等価なお金で実現でき

ていて、それにプラスして、これはシールド工法になっておりますので、安全な施工を達

成できたということから、実質、見方によってはシールドでなければできないということ

から見ると、大幅なコスト縮減になっているんですが、やはりＮＡＴＭプラス補助工法で

もできるという前提からすると、コスト縮減はほぼ等価かなと。それよりは、早く、しか

も安全にできたという工法が開発でき、それを適用しましたということで、投資効果のと

ころに掲示したわけでございます。 

○ 分科会長 

よろしいですか。 

○ 委員 

 はい、ありがとうございます。 

○ 分科会長 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○ 委員 

初めて聞かせていただいたので、ちょっと素人の質問になるかもしれないんですが、こ

ういうふうに幾つかの新しい技術開発をされている、例えばこういう新幹線関係の建設と

かのところで幾つか技術賞をもらわれているわけですが、海外、特にこういう高速の新線

をつくっているといったら、ドイツとかフランス、イタリアあたり、ああいうところと比

較されても、かなりリードされているのかどうか。多分、地盤の条件とかが日本の場合は

非常に悪いというので、いろいろ苦労されているんじゃないかなと思うんですが、そのあ

たりのところももし教えていただければと思います。 

○ 鉄道・運輸機構 

ちょっと聞き取れなかった面があるんですが。 

○ 委員 

海外との比較において、日本がどの程度技術的にリードしているかとか、そのあたりを

教えていただければ。 

○ 鉄道・運輸機構 

私自身、実は海外を直接見たことはないのですが、例えば、新幹線で一番進んでおりま

すのは、ヨーロッパではフランス、あるいはドイツ。フランスが一番先行していると思い
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ます。構造的には、どちらかというと土路盤が中心で、あまりコンクリート構造物だとか、

トンネルだとか、そういう構造物のウエートは小さくて、土路盤の平坦な上を地形なりに

行くというのが構造的には主を占めているようでして、日本の土木技術と比較する上では、

例えばトンネルとかコンクリートを使った高架橋、橋梁、こういう面で比較するというこ

とになると、なかなかヨーロッパのほうには対比するものが少のうございまして、どうか

と言われても、比較しにくいんですが、少なくとも、トンネルに関しましては、いわゆる

ＩＴＡ、国際トンネル協会という組織がありまして、毎年、国際トンネル会議を催してお

ります。そこで私ども、大体５件ぐらいは論文がパスしておりまして、２件くらいは発表

できていると。ほかのところに比べて圧倒的な数を示しておりますので、トンネルの技術

水準というのは相当高いのではないかと、まあ、自画自賛ではないんですが、感じており

ます。 

 それから、軌道構造に非常に特徴がございまして、日本においてはスラブ軌道といいま

して、先ほど一番最初に枠型スラブということで、コスト縮減で説明した２ページですね。

構造物の上にレールを敷く下ですが、いわゆる枕木構造のかわりに板を使ったスラブとい

うものでやっております。この構造は、いわゆるバラストを使わない構造でして、メンテ

ナンスの上では圧倒的に有利でございまして、いわばメンテナンスフリーと考えて結構で

す。こういう構造については、ヨーロッパではまずないと言っていいぐらいでして、最近

では、ドイツのほうでこれに類した、形は違うんですけれども、バラストレス軌道という 

ものが開発されて使われておりますけれども、非常に先行しておるのは日本のスラブ軌道。 

 このスラブ軌道に対して、今、世界的に注目が非常に集まっております。例えば、中国

ですね。今、中国が２０１０年までに相当な延長、１万キロぐらいの高速鉄道をつくろう

としておりますが、このバラストレス軌道に非常に注目しておりまして、この技術を何と

か日本から導入したいということで、実は１９年度に入って日本側と技術支援協定を結び

まして、この技術を技術移転していこうということになりましたけれども、このバラスト

レス軌道に関しましては独壇場にあると考えてもいいと思います。 

○ 分科会長 

よろしいですか。 

 ほかにいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

○ 委員 

１６番のところで、入札の方式等を説明してございまして、工事品質の確保とか、入札
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の透明性に努めておられるという、それなりの成果を十分上げておられると思うんですけ

れども、ちょっと私、初めてでわからないんですけれども、１８年度中に電子入札の本格

運用を図るということが目標として掲げられておるんですけれども、こういう入札の透明

性とかそういうところで、もう既に技術的には導入されていると考えればよろしいでしょ

うか。 

○ 鉄道・運輸機構 

電子入札に関しましては、もう既に工事につきましては１７年度から導入済みですし、

いわゆる役務といいまして、設計だとか調査部門についても１８年度から導入済みでござ

いまして、電子入札化が完成しております。 

 ただ、電子入札に対応できない小さな業者もおられますので、紙による入札も可能とい

うことにはしております。 

○ 委員 

それで触れておられないわけですね。 

○ 鉄道・運輸機構 

そうですね。 

○ 委員 

わかりました。 

○ 分科会長 

よろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。ちょっと質問していいですか。 

 一つ伺おうと思っているのは、この厚いほうの本を見ると、どこに技術開発を発表した

というのはどこかに表があって、例えば、トンネルの関係でこの論文をどこへ出したとか

ありましたよね。ちょっとページが今言えないんだけれども。一方で、何ページになるん

ですかね、船舶、３２番の項目で、大変すばらしい船を開発して、その船そのものは賞も

とったし、船舶建造分野の技術力ということでおっしゃっていて、しかも機構としては５

という最高評価をしているんですけれども、船舶に関する技術開発の論文とかそういうの

が、さっきの表では見当たらないんですけれども、その技術開発というのが、どう言いま

しょうか、民間企業と共同なんでしょうけれども、技術開発のところに特に貢献している

と言っていいのか、それとも、すばらしい技術を導入していい船をつくった、金を出した、

つくることを決めたというところに貢献していると言っていいのか。鉄道のほうは、どち
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らかというと技術開発そのものもやりつつ施工しているというふうに資料を拝見している

んですが、そこら辺をちょっと教えていただけますか。 

○ 鉄道・運輸機構 

ちょっとご説明させていただきます。鉄道とちょっと違いますのは、船の場合は、基本

的にうちの機構そのものが技術開発するということはございませんで、中小の技術力を持

たない船舶所有者に対して技術的な指導をしていくということでございます。それがうち

の基本的な役割でございます。そういう意味で、今回、国策としても進めておりますＳＥ

Ｓ船の導入等についても、力を入れて支援させていただいているというのが基本でござい

ます。 

 それともう一つ、民間等々の行う技術開発に対して支援するという業務は、当然行って

おりまして、そういう意味では、我々のほうが自分の力で技術開発をしていくという部分

については少のうございます。そういう意味では、ＳＥＳ船の推進について技術が結集さ

れているとご理解いただければと思います。 

○ 鉄道・運輸機構 

補足させていただきますが、今、申し上げたことの関係で、中期計画、中期目標そのも

のが、技術開発のところは鉄道分野の取り組みということで中期目標が定められておりま

して、この一覧表も、そういう意味で、その成果として鉄道の分野について一覧表をまと

めております。 

○ 分科会長 

では、船舶についても、そういう研究の論文とか、開発したことを学会に報告するとか

はやっていらっしゃるということですね。 

○ 鉄道・運輸機構 

そこまではいっていないと思います、うちは。体制的にも弱いものですから。実はそう

いう分担をしている別な独法がございまして。 

○ 分科会長 

ああ、そうか。 

○ 鉄道・運輸機構 

はい。ですから、我々の役目はちょっと違うわけです。技術部隊といいましても、先ほ

どの技術支援という意味でですね。 

○ 分科会長 

  31 



そうですね。そこと協力しつつ開発してきたという理解でよろしいでしょうか。わかり

ました。 

○ 鉄道・運輸機構 

ご説明いたします。今、ご説明したような役割でやっておりまして、ＳＥＳ船につきま

しては、民間会社が幾つかのシステムでやるやり方についてのコーディネーターの役割と、

それから、建造前の計画打ち合わせ、建造中の監督、それから建造した後の不具合の面倒

とか、そういうものを中心にやっています。特に、先ほどもご説明が出ていましたけれど

も、就航した後のメンテナンスにどんなような苦労がかかるかとか、費用がかかるかとか、

そういうような話についてもやったりしておりまして、技術そのものは幾つかのシステム、

大手の会社も一緒にやっているということでございます。 

○ 分科会長 

ありがとうございました。 

 ほかにいかがですか。どうぞ。 

○ 委員 

内容については既に事前説明等でも伺っているので、評価のことについて確認と質問な

んですが、先ほど、従来からのいろいろな基準の違いであるとか、あるいは、そもそもの

評価の考え方を整理して、特にこの５というのは、先ほど座長もおっしゃっていましたが、

ノーベル賞ではないにしても、かなりすぐれた取り組みのみというふうに、どちらかとい

うと簡単な表現を使えば、従来よりは厳しく見ていきましょうという理解でいいのかと判

断したんですが、そうしますと、機構は非常に頑張っておられて、全体的に成績が優秀だ

ということは言えると思うんですけれども、この中で確認したいのは、５というのをどの

程度すぐれたと判断するのか。つまり、従来から問題になっておりましたが、４と５の境

目というのを、今回、５をもう少し厳しくという判断をされるところで、一体どの程度の

線引きをして考えていったらいいのかというのを、これはむしろ事務局かと思うんですが、

お聞きしたいと思います。 

 一応、確かに参考資料３のほうで、４と５の違いというのは書いてあるわけですが、実

際に当てはめてみますと、例えば、中期計画の早期達成という点と、中期計画を大幅に上

回る、つまり現時点でということだと思うんですが、これは途中ではなかなか判断基準に

実はなっていないはずですし、あと、この上のほうについて非常に疑問になるのは、特に

目標値のないもの。目標値がなくて、これを５に評価するときに、例えば、ここに書いて
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あるような年度計画を大幅に上回る特筆的な数値実績等の顕著な成果、でも、そもそも目

標値がなければこれはどうなるのかという話になりますし、社会貢献、外部からの高い評

価というのも、これは要するに４か５かというのはどこで切ったらいいのかというのがど

うしてもわからないんです。 

 現実を見ていて、実際に事後評価されたのを見た結果として、それが何となくわかるの

かなというと、必ずしもそうでないので、このところの基本的な考え方と、あるいは、機

構で自己評価されるときに４と５をどういうふうにつけられたか伺いたいと思います。 

 それに関して１点コメントなんですが、特に目標値のないもの、例えば最初のほうに出

ているのでたまたま挙げますが、１７番の関係機関との連携。例えばパブリックコメント

をやりますよとか、地元との意見交換会をやって、ユニバーサルデザインに工夫を凝らし

ましたというのは、確かにこれはすぐれた取り組みなのかもしれないんですが、パブリッ

クコメントの実施そのものは非常に当たり前になってきていますし、あるいは、義務化さ

れている部分もあります。あと、意見交換会も開きましたというだけでは、どういうふう

に評価できるのか。このあたり、特に数値目標がないところは、どういうふうに整理して

評価を考えていったらいいのかというのが、この基準表だけではなかなかわかりにくいの

で、そのあたりをもし補足していただければ幸いです。 

 特に、この目標値がないものというのは、私は今後も毎年同じような問題が繰り返され

るだろうと思っておりまして、いつも評価が分かれて疑問になるところというのは、一つ

には多分、こういった数値目標の問題とか、目標がはっきりしていなかったり、先ほど一

番最初の質問にもございましたが、この項目はそういった趣旨のところに入ったほうがい

いのか、いけないのかという、そういうそもそも論のものがすごくあると思うので、そう

いう意味では、今回、特に中間の見直しの時期にも来ておりますので、これはぜひ中間の

見直しの中でも議論される、あるいは、そこで今までの問題点を、将来、毎年同じような

問題が出ないように計画のところで工夫していただくのがいいのではないかと思っており

ますので、そこはコメントとしてお願いでございます。 

 すみません、長くなりました。 

○ 分科会長 

 ありがとうございます。ちょっと私からもコメントしたいと思うんですけれども、評価

というのは、一番イージーなのは目標を数字で決めて、それを何％達成したかということ

です。その場合には、評価する側は、別にこんな専門家が出てくる必要はないので、小学
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生でも呼んでやってもらえばいいんですよね。専門家がそれぞれの分野で出ている意味は、

なかなか数字で目標を設定しにくく、しかもその成果の判断が数字にもしにくい。しかし、

それぞれのご専門の中から見ると、これは相当な努力がなければ達し得ないことかどうか

ということを、専門的な学識の中からご判断いただいたりする業務であるからこそ、いろ

いろな分野のご専門の方に入っていただいているんだろうし、そうやって単純に計算でき

るような数値目標だけでは、多分、どんな独立行政法人もクオリテイティブなところは評

価できないかなと。そういう趣旨からなっているんじゃないかと思います。そのくらい評

価って難しい話だとは思いますけれども。 

 したがいまして、４か５かという評価については、基本的には、５はものすごくすごい

ことであって、４はかなりすごいことであって、３は随分ちゃんとやっているね、こんな

感じくらいしか言いようがないと思いますけれどもね。それぞれの４にするのか、５にす

るのかというのは、この資料と、それからご説明と、もし不足であれば、機構にお願いす

ればまた追加でご説明していただけると思いますので、それで委員各自がご自分でご判断

いただくことと私は認識してございます。 

 事務局からお願いします。 

○ 事務局 

事務局から補足させていただきます。 

 すみません、先ほど詳しい説明を省略させていただきましたが、資料２－４をごらんい

ただけますか。長いタイトルの「国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価に関する基

本方針」の判断基準に係る指針について、ことしの３月１３日付で出ているものです。こ

れは以前からそういう評価について、いろいろな多少のばらつきがあったことを踏まえて、

運用の解釈について出されたものでございます。 

 先ほど、２ページ目の５.だけをご説明したんですが、この下の評価の判断記述について

というところがございます。判断基準ですから、どうしても最後は抽象的な書きぶりにな

ってしまうんですが、ここで示されております、具体的に以下のように取り扱うこととし

ているという形で示されておりますのが、ここでは年度別ですので、アルファベットじゃ

なくて３、４、５の数字のほうだけご説明しますが、３の評価につきましては、中期目標、

あるいは年度計画に従って順調に業務を実施し成果を上げている場合には、着実に実績を

上げている場合と考えて３点として評価をする。４につきましては、それを超えて目覚ま

しく業務を実施している場合、その上で以下の特別な場合――特別な場合というのが５に
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当たってくるんですけれども、これを除きすぐれた実績を上げている場合と考えられ、４

点の評価とすると。逆に、おおむね着実な場合は２点とするということです。特別な場合

というのが下にございますけれども、中期目標、年度計画において想定していた範囲を量

的かつ質的にはるかに超えて、事前には実現することが極めて困難と考えられた実績を上

げており、事後的に見ても、当該実績を上げることは異例と考えられる場合には、特別な

場合、すなわち特筆すべきすぐれた実績を上げている場合と考えられ、例外的に５点とす

ることを妨げない、こういう基準として示されているところでございます。 

 やや抽象的でございますけれども、事前の年度計画との関係、それと直接比較できない

場合につきましても、事後的に見ても当該実績を上げることは異例と考えられる場合、こ

の辺をご判断の基準にしていただければと考えております。 

○ 分科会長 

よろしいでしょうか。おそらく、いろいろな分野について、すべての分野のご専門の人

はいないので、それぞれのご専門のところはかなり自信を持っておつけいただけるだろう

し、そうじゃないところは、やや聞いた範囲で考えたらこうかな、それでしようがないと

思うんです。この後の手続は、集計していただいた結果の平均を出すのではなくて、何点

つけた人が何人いて、何点つけた人が何人いてともちろん出しますし、場合によっては、

特に真ん中辺よりも外れたご意見をつけていただいた方は、委員からも何らかのご説明を

いただく可能性もありますし、そんなところで協議をしていくということで、今、委員か

らどうやったらいいかという問題提起をいただいたのを、何とかコンプロマイズしていく

のではないかと思うんですけれども、それ以外ないと思うんですけれども、どうでしょう

ね。 

○ 委員 

ちょっとよろしいですか。国土交通省の独法、ほかにも私も参加させていただいている

んですが、どこも非常に技術的な問題が強くて、今回も理科系の先生で、それぞれご専門

のところをお持ちの方は、ご自身のご専門の立場からその事業を評価されるんだと思うん

ですが、我々のように評価制度を評価する立場から入っている人間から申し上げますと、

皆さんがこれは自分の専門から見てすごいというのを聞かないと評価できないわけです。

逆に、我々が全体的に見て何が言えるかというと、そもそも計画のつくり方がきちんとで

きているかどうかとか、素人が見てもわかりやすいような形の評価書になっているかどう

か。つまり、いちいち専門の方が出てきて、いや、ここは実はすごいんですよという援護
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射撃をしないと、ほかの人は評価表を見ただけでは何もわからないというのは、やっぱり

どこかに問題があるわけで、結局、私が言えるのは、多分そういうことなんです。 

 ただ、その立場から申し上げますと、現状では、機構の方にすごいんですよと言われる

と、はあとしか言いようがなくて、それ以外、ほんとうに中身は何もわからないので、聞

いたことの受け売り以外には、ほとんど自分で判断する能力はございませんので、勉強さ

せていただいてなるほどという、そこでとまってしまいますから、先ほど申し上げたかっ

たのは、結果的に世の中にはこの形で出ますから、それを見たときに、普通の市民の方で

もある程度わかる、これはほんとうにすごいんだということが、それは自己評価だけでは

なくて、評価委員会の先生方の評価を通じて、それが納得いくような形でわかりやすい。

ただ、それを見ていたときに、数値目標だけではなくて、目標が非常に抽象的でわかりに

くいというのは、最終的には今言われているようなバッシングの対象になったり、お手盛

りじゃないかという疑いが出たりという可能性はどうしても出てしまいますから、そうい

う点で、可能なところはなるべく入れていった上で、専門家の方のご判断を入れていただ

ければと私も思うんですが、そういう意味では、まだ、評価書のつくり方の点では改善の

余地はややあるのかなと、そういう趣旨で言わせていただきましたので、ありがとうござ

いました。 

○ 分科会長 

ありがとうございます。だけど、全くご専門でない方にもわかるようにすると、１項目

当たり１００ページぐらいのレポートをつくって、先生がそれを３年ぐらいかけて読んだ

上で評価してくださいとなりますけれども、それはあり得ないので、多分どこかでやっぱ

り妥協しなきゃいけない。かといって、小学生にも全部わかるような資料をつくって、そ

れだけで上っ面でやるというのもおかしな話なので、そこの両者だと思うんですね。もし、

この項目は判断できないというようなことが、もし専門の分野に応じてあるようであれば、

それはつけないというチョイスもあるかもしれないですよね。無責任に適当につけちゃう

んじゃなくて、この項目は私はギブアップさせてくださいというのもあったって不思議は

ないという理解だったらいかがですかね。 

 ほかにご質問いかがでしょうか。どうぞ。 

○ 鉄道・運輸機構 

今のご疑問に対して、我々はどんな感じで考えているかということと、それから、若干

の補足をさせていただきたいと思います。恐縮でございます。 

  36 



 一つは、５点、４点、３点、正直、高い点数をいただきたいという気持ちは根っこにあ

りますけれども、我々、それぞれの部門の状況で、どれだけ頑張って、ほんとうに汗を流

して成果を上げてくれたかということで絞り込んだつもりでございまして、その意味では、

５点について参考に補足させていただきたいと思います。 

 第１番目の５点が、参考資料１の６ページ、項目数の１８で、技術開発課題の選定とい

うところで５点をつけさせていただいておりますけれども、これは先ほどご審議の中で話

題になりましたけれども、技術開発と、投資効果の向上と、コストの縮減と、実はこれ全

部関連するものでございまして、実はここは我々が一番力を入れているところでございま

して、いろいろの成果があるわけでございます。先ほど話題になりましたＳＥＮＳなんか

もその一点でございますし、もう一つは、投資効果の向上で入れさせていただきました仙

台空港線の建設に伴う工事短縮、建設費の縮減というのもそういうものでございます。そ

れで、各項目について５点いただくのは難しいなという中で、右代表でここのところを選

ばせていただいたというのが我々の正直な気持ちでございます。 

 仙台航空線についてちょっと申し上げますと、期間を間に合わせるということ、それか

ら工事費の縮減を図るということでご下命をいただいて頑張ったわけでありますけれども、

その後、この仙台空港のアクセス鉄道の会社の社長からほんとうに感謝の気持ちを表明し

ていただいておりまして、その状況については、地元の経済紙とかいろいろなところで、

期間とコスト縮減について我々に実現してもらったと宣伝していただいております。前八

木社長のお話では、とても間に合うことはないだろうし、コストもおさまるとは思わなか

ったというぐらいの話が実現できたという評価をいただいていることを、ちょっと補足さ

せていただきたいと思います。 

 それから、２番目の５点が、船舶共有船のＳＥＳ等々の話でございます。ＳＥＳ船の推

進でございますけれども、もともとこの新しい技術というのは、どちらかというと大型船

については大手の造船所が力を入れているところでございますけれども、我々が対象とい

たします中小の細かい小さな船については、なかなか適用方が難しい状況のところで推進

しようということになりまして、そこについて我々は非常に努力をしたわけでございます。

従来、大手の造船所等の技術陣も、小さい船、あるいは小さな造船所には目が行かなかっ

たものを、先ほどの部長の説明にありましたように、すべての力を結集しまして、この１

号船、２号船をつくり上げたということでございまして、それも我々の計画以上の目標値、

実績を達成することができたということで、これはほんとうに我々にとってはノーベル賞
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に値するぐらいの気持ちでございまして、やっと弾みがついたかなという感じでおります。 

 それから、３つ目の土地の処分の話でございますけれども、これは土地の処分が目的で

すから、それを中心に書いておりますけれども、問題は、梅田のほうで申し上げますと、

梅田の再開発の問題ではなくて、梅田にあります貨物の機能をほかに持っていくという交

渉の問題なんです。吹田、百済におさまったわけですが、ご存じのように、貨物の施設と

いうのは地元にとっては迷惑施設でございます。それを吹田に持っていく、百済に持って

いくことが可能になって、初めて梅田の開発が可能になったわけでありまして、ここの吹

田、百済の迷惑施設の受け入れについての担当の努力というのは、これは筆舌に尽くしが

たいぐらいの努力の結果、出来上がったということでございまして、その意味で最後の大

きな土地処分問題もめどがついた、ここについてもそういう思いも含めまして５点をお願

いしているということでございます。 

 それからもう１点、５点の話とはずれますけれども、先ほど、委員から、パブリックコ

メントというのは当たり前の手続だということで、それはそのとおりと我々は考えており

ますけれども、その中で、我々としてユニバーサルデザイン等々の話の中で４点をお願い

していますのは、例えば、そういう手続をこなすことだけではなくて、具体に申し上げま

すと、その過程で身障者の方々のバリアフリーの施設等々についてのいろいろなご要望が

ございまして、団体によっては、我々にとって現状においては過剰かなというご要求をい

ただくこともございますけれども、そういう間に入って、我々の行動について理解を示し

て、それを調整してくれるような、我々と一緒にすばらしい駅をつくっていくところまで

共同で行動してくれるような団体も出始めていると、そういうことまでまいりましたので、

今回、４点ということでお願いしたということでございます。恐縮でございます。 

○ 分科会長 

ありがとうございました。 

 間もなく時間ですが、若干延長も許していただくことにして、加えてご質問がありまし

たら。どうぞ。 

○委員 

 質問というか、先ほどの問題提起、分科会長の説明についてですけれども、私自身もそ

ういう疑問を持つこともあるんですが、評価という仕事をいろいろなところでたくさんや

らせてもらう立場上、いつも申し上げるのは、きょうのこちらの委員の先生方も、皆さん

大学の先生なんですね。大学の先生は、各専門分野の専門家であると同時に、毎日学生を
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評価するという意味での専門家であります。我々が学生を評価するときに、幾つかの問題

――先ほど理事長が言われたように、一つのところだけじゃなくて、複数のところでの努

力が成果として出る場合。これは今回のように項目を分けたら、どこに点数をつけてやろ

うかというのは悩むところだと思うんです。だから、そういう複合的なところで出ている

ものは、我々もコメントとか文章で評価を書かせていただくしかないかと思っております。 

 ２つ目は、時間方向での複合性といいますか、累積なんです。最初の年は、頑張れば濡

れぞうきんを絞ったときに、最初はたっぷり絞れる。だけれども、５年目の目標の最後に

なってくると、だんだん力を入れてもなかなか絞れない、効果がだんだん薄まってくると

ころなんです。そうすると、これは非常に努力をしているんだけれども、見かけ上、薄く

なっているから、じゃ、これが成績悪いのかといったら、努力は認めなきゃいけない。だ

け、一方で、最初のころに随分頑張った成果で、あとの４年目、５年目にその成果がよう

やく出てくる、技術開発というのは多分そういうところがあると思うんです。そうすると、

たまたまポンと成果が出た年だけの５点にしていいのか、その辺も非常に難しいところだ

と思います。 

 ３つ目は、我々もそうなんですが、単に評価して合格、不合格じゃなくて、だめだった

ところをどうやって、あなたはここが弱いから、もう一回努力して直してきなさいよとか、

ここの勉強してこいよとか、それから、最初は元気づけという意味で、まあまあうまくい

ったぐらいかなと思っても、よくできたぞと言って激励してやらなきゃいけないという部

分があるんだと思うんです。多分、独立行政法人のこの評価も、国交省、あるいはほかの

ところでもやられた最初のころは、多分、皆さんどこでも、まず頑張っているんだから、

ひょっとしたら激励の意味でかなり甘目の、安易にとは言いませんが、わりあい緩やかに

５をつけていたところがあるかもしれません。だけれども、それも、先ほどユニバーサル

デザインが日本でも世の中で当たり前になってくれば、そんな当たり前のことをやってい

るのに５点やるのかということになってくると、周りがだんだん成績がよくなると、相対

評価でどうしても厳しくなってくる。私はこの段階に来たら、やっぱり５を慎重につける

のは当然だろうと。なぜ５を慎重につけるかというと、やっぱり１年目、２年目、３年目

に結構いい成果も出てきたし、そこで激励の意味でも随分点数をいっぱいつけたので、も

うそろそろ厳しいアドバンストコースなので、ビギナーのころとは違う厳しい点数をつけ

ますよという段階に来たんだと。それは逆に、機構が過去に成果を上げたから、まだビギ

ナーと同じ甘い点数をつけられるのではなくて、アドバンスな立派なひとり立ちした責任
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ある組織として厳しい評価に臨んでいただく、そういうステージに来たというメッセージ

で理解いただければいいのではないか、そういうように思います。 

 以上です。 

○ 分科会長 

ほかにご質問ございませんか。 

 今の厳しくする云々は、今のようなお話の文脈よりは、むしろ、国土交通省所管にはい

ろいろな独立行政法人がいて、比較的に一番高い点数になっているのは研究機関なんです

よね。研究機関は、基本的には論文の数みたいなことで実績を出しやすいんです。大学の

人間もそうなんですが、論文の数で実績を出すのに一番簡単なのは、小分けにして出すと

数が増えますよね。こればっかりやったって何の意味もないですよね。だから、どちらか

というと、数の目標をこなしたかどうかというよりは、クオリティーをチェックして、そ

れがほんとうに国民に対して立派な成果と言えるかどうかを判断して、すばらしいものは

もちろん５をつければいいし、そうじゃないものはそうじゃないということじゃないかと

思いますが。 

 どうでしょう、ほかに。いかがでしょうか。はい、どうぞ。 

○ 委員 

その評価に関しては、我々もいろいろ今まであったのと同じような形で出されるケース

が、今、最後に分科会長がおっしゃったように、やっぱり量と質を両方勘案してというか、

その判断のところが、結局、我々のそれぞれの専門のところから総合して評価するんじゃ

ないかなと思います。 

○ 分科会長 

ありがとうございます。 

 それぞれ、もうちょっと細かいところでもご質問があったら、ご遠慮なくと思いますが、

いかがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、ご質問も出尽くしたようでございますので、この２番目の議題に関する質疑

はこのくらいにさせていただこうと思います。 

 そうしたら、この後の進め方や作業の手順等について、もう一回ご確認いただいてとい

うことにしましょうか。 

○ 事務局 

委員の先生方におかれましては、ご多用中ご出席いただきまして、ご熱心かつ大変活発
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にご議論いただきましてありがとうございました。 

 先ほどもお願い申し上げたところでございますけれども、恐縮ながら、各委員の先生方

におかれましては、この２－５の評価調書に点数、評定理由、ご意見をご記入いただいた

上で、来週火曜日の２４日までにＥメール、ファクスまたは郵送で事務局までご送付いた

だきますようお願い申し上げます。送付先につきましては、お手元にお配りしております

返信用の封筒の中に用紙を入れておりますので、ごらんいただければと思います。また、

これからご記入される場合は、この場で事務局にご提出いただいても結構ですし、ご不明

な点がございましたら、いつでも何なりと事務局までお問い合わせいただきたいと思いま

す。 

○ 分科会長 

この資料２－５の最後の２４ページは、まだ書かないでいいんですよね。総合的な評定

と書いてある紙はね、そうですね。よろしいですね。２３ページまでの表を埋めてくださ

いという作業とご理解ください。２４ページの分は、評点が決まった後、自動的に計算で

きて、それから、議論の結果を受けて総合評価を書き込む作業なので、今回はまだいい、

それでいいんですよね。違う？ 

○ 委員 

総合評価に入れる、何ていうか、項目の候補というか、議論をして確定するとしても、

それはメモ書きみたいに書いておいても……。 

○ 分科会長 

もちろん、参考でメモで入れていただくのは大いに結構で、どちらにしても、多分、次

回のときに各項目ごとの結構ぎりぎりした議論と、総合的な議論を踏まえてということに

なろうかと思います。よろしいでしょうか、ご理解いただけましたでしょうか。 

 では、大変に作業があって恐縮なんですけれども、ぼくももちろんやりますけれども、

皆さん、暑い中、恐縮ですが、期限を守りつつやっていただきたいと思います。 

 では、あとは司会をお返しします。 

○ 委員 

すみません。 

○ 分科会長 

ちょっと待ってください。 

○ 委員 
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すみません、初めてのことでよくわからないんですが、Ｅメールでお返しするときには、

別にフォーマットはないわけですね。 

○ 事務局 

そうです。後ほどまた、もし、ご記入いただきやすいフォーマットがございましたら、

メールでお送りします。 

○ 委員  

別に項目を書いて――それでよろしいんですね。 

○ 事務局 

それでも結構です。 

○ 委員 

はい、わかりました。 

 

５．閉 会 

○ 事務局 

それから、今、分科会長からおっしゃられました２４ページにつきましては、会長から

ご紹介がありましたとおり、上の業務運営評価のところは全体の集計になりますので、ご

記入いただかなくて結構でございます。ただ、下の総合評価のコメント欄、これはもしお

気づきの点がございましたら、ご記入いただいても結構でございますので、そこはよろし

くお願いします。 

 それでは、以上、大変活発にご議論いただきましてありがとうございました。次回、８

月２日ということで開催させていただきます。 

 本日のご議論につきましては、冒頭申し上げましたとおり、議事概要を作成させていた

だいた上で、速やかに公表することといたします。また、議事録につきましても、後日、

内容を確認していただくべく、委員の皆様にそれぞれ送付させていただきまして、これま

たご多忙中恐縮でございますが、ご発言内容等をチェックしていただければと思います。

８月２日に開催しました際には、提出していただきます評価調書の事務局で作成しました

取りまとめ案につきましてご審議いただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 また、本日の資料、大変大部になってございますので、郵送をご希望の先生方がいらっ

しゃいましたら、事務局から郵送させていただきますので、そのまま机の上に残していた

だければと思います。 
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 以上をもちまして、第１５回国土交通省独立行政法人評価委員会鉄道・運輸機構分科会

を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 
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